
01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0.1 01 農林水産業 0.1 01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0
02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.8 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0
03 製造業 0.0 03 製造業 19.3 03 製造業 3.2 03 製造業 0.0 03 製造業 0
04 建設 46.9 04 建設 0.0 04 建設 0.2 04 建設 100.0 04 建設 768
05 電力･ガス･水道 0.0 05 電力･ガス･水道 0.1 05 電力･ガス･水道 0.5 05 電力･ガス･水道 0.0 05 電力･ガス･水道 0
06 商業 0.0 06 商業 5.3 　 06 商業 1.1 06 商業 0.0 06 商業 0
07 金融･保険 0.0 07 金融･保険 0.2 07 金融･保険 1.9 07 金融･保険 0.0 07 金融･保険 0
08 不動産 0.0 08 不動産 0.0 08 不動産 0.4 08 不動産 0.0 08 不動産 0
09 運輸 0.0 09 運輸 2.0 09 運輸 1.0 09 運輸 0.0 09 運輸 0
10 情報通信 0.0 10 情報通信 0.5 10 情報通信 0.7 10 情報通信 0.0 10 情報通信 0
11 公務 0.0 11 公務 0.0 11 公務 0.2 11 公務 0.0 11 公務 0
12 サービス 0.0 12 サービス 3.1 12 サービス 4.8 12 サービス 0.0 12 サービス 0
13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.0 13 分類不明 -0.3 13 分類不明 0.0 13 分類不明 0

合計 46.9 合計 31.5 合計 13.6 合計 100.0 合計 768

01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0.2 01 農林水産業 0.1 01 農林水産業 0.2 01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0.2 01 農林水産業 1
02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.9 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0
03 製造業 0.0 03 製造業 28.4 03 製造業 9.1 03 製造業 11.2 03 製造業 1.3 03 製造業 11.2 03 製造業 22
04 建設 100.0 04 建設 0.2 04 建設 0.2 04 建設 0.4 04 建設 0.1 04 建設 0.4 04 建設 3
05 電力･ガス･水道 0.0 05 電力･ガス･水道 0.6 05 電力･ガス･水道 0.6 05 電力･ガス･水道 1.1 05 電力･ガス･水道 0.1 05 電力･ガス･水道 1.1 05 電力･ガス･水道 2
06 商業 0.0 06 商業 6.5 06 商業 1.2 06 商業 1.5 06 商業 0.5 06 商業 1.5 06 商業 25
07 金融･保険 0.0 07 金融･保険 1.7 07 金融･保険 1.5 07 金融･保険 2.6 07 金融･保険 0.6 07 金融･保険 2.6 07 金融･保険 11
08 不動産 0.0 08 不動産 0.2 08 不動産 0.2 08 不動産 0.4 08 不動産 0.0 08 不動産 0.4 08 不動産 0
09 運輸 0.0 09 運輸 3.3 09 運輸 1.3 09 運輸 1.5 09 運輸 0.5 09 運輸 1.5 09 運輸 10
10 情報通信 0.0 10 情報通信 1.2 10 情報通信 0.7 10 情報通信 1.0 10 情報通信 0.2 10 情報通信 1.0 10 情報通信 3
11 公務 0.0 11 公務 0.0 11 公務 0.0 11 公務 0.3 11 公務 0.1 11 公務 0.3 11 公務 2
12 サービス 0.0 12 サービス 9.1 12 サービス 5.9 12 サービス 7.3 12 サービス 2.7 12 サービス 7.3 12 サービス 87
13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.8 13 分類不明 0.8 13 分類不明 0.9 13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.9 13 分類不明 0
合計 100.0 合計 53.1 合計 21.7 合計 28.5 合計 6.3 合計 28.5 合計 166

★２次効果（生産誘発額） ★２次効果による雇用創出効果
01 農林水産業 0.2 01 農林水産業 0
02 鉱業 0.0 02 鉱業 0
03 製造業 3.1 03 製造業 6
04 建設 0.2 04 建設 2

01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0.0 05 電力･ガス･水道 0.9 05 電力･ガス･水道 2
02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 06 商業 0.5 06 商業 9
03 製造業 0.0 03 製造業 1.3 03 製造業 0.8 07 金融･保険 1.2 07 金融･保険 5
04 建設 30.4 04 建設 30.6 04 建設 18.7 08 不動産 4.2 08 不動産 2
05 電力･ガス･水道 0.0 05 電力･ガス･水道 0.1 05 電力･ガス･水道 0.1 09 運輸 0.5 09 運輸 3
06 商業 0.0 06 商業 0.5 06 商業 0.3 10 情報通信 0.5 10 情報通信 2
07 金融･保険 0.0 07 金融･保険 0.6 07 金融･保険 0.4 11 公務 0.1 11 公務 0
08 不動産 0.0 08 不動産 0.0 08 不動産 0.0 12 サービス 3.6 12 サービス 42
09 運輸 0.0 09 運輸 0.5 09 運輸 0.3 13 分類不明 0.1 13 分類不明 0
10 情報通信 0.0 10 情報通信 0.2 10 情報通信 0.1 合計 15.0 合計 74
11 公務 0.0 11 公務 0.1 11 公務 0.1
12 サービス 0.0 12 サービス 2.7 12 サービス 1.7
13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.0
合計 30.4 合計 36.7 合計 22.4

01 農林水産業 0.2 01 農林水産業 0.1 経済波及効果・雇用創出効果（全体） （単位：億円、人）
02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0
03 製造業 5.1 03 製造業 0.9
04 建設 0.0 04 建設 0.1 雇用者所得
05 電力･ガス･水道 0.1 05 電力･ガス･水道 0.4 (賃金･俸給)
06 商業 2.0 06 商業 0.4 誘発額
07 金融･保険 0.1 07 金融･保険 0.8 直接効果 100.0 46.9 30.4 768
08 不動産 0.1 08 不動産 3.7 1次波及効果 28.5 13.6 6.3 166

09 運輸 0.6 09 運輸 0.3 2次波及効果 15.0 9.5 2.7 74
10 情報通信 0.3 10 情報通信 0.3 総合効果 143.5 69.9 39.5 1,008
11 公務 0.0 11 公務 0.1 ※単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

12 サービス 1.6 12 サービス 2.3
13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.0
合計 10.0 合計 9.5 経済波及効果・雇用創出効果（13部門） （単位：億円、人）

雇用者所得
(賃金･俸給)

誘発額
01 農林水産業 0.3 01 農林水産業 0.1 01 農林水産業 0.2 01 農林水産業 0.0 01 農林水産業 0.4 0.2 0.0 1
02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 02 鉱業 0.0 0.0 0.0 0
03 製造業 7.6 03 製造業 2.4 03 製造業 3.1 03 製造業 0.4 03 製造業 14.3 4.1 1.7 28
04 建設 0.0 04 建設 0.0 04 建設 0.2 04 建設 0.1 04 建設 100.7 47.2 30.7 773
05 電力･ガス･水道 0.8 05 電力･ガス･水道 0.7 05 電力･ガス･水道 0.9 05 電力･ガス･水道 0.1 05 電力･ガス･水道 2.0 0.9 0.3 3

★雇用者所得による需要増加額 06 商業 2.5 06 商業 0.5 06 商業 0.5 06 商業 0.2 06 商業 2.0 1.5 0.7 34
22.4 07 金融･保険 0.9 07 金融･保険 0.7 07 金融･保険 1.2 07 金融･保険 0.3 07 金融･保険 3.8 2.7 0.9 15

08 不動産 4.2 08 不動産 4.1 08 不動産 4.2 08 不動産 0.1 08 不動産 4.6 4.1 0.1 3
09 運輸 1.0 09 運輸 0.4 09 運輸 0.5 09 運輸 0.2 09 運輸 2.0 1.3 0.6 13
10 情報通信 0.7 10 情報通信 0.4 10 情報通信 0.5 10 情報通信 0.1 10 情報通信 1.6 1.0 0.3 5
11 公務 0.0 11 公務 0.0 11 公務 0.1 11 公務 0.0 11 公務 0.4 0.3 0.1 2
12 サービス 4.6 12 サービス 3.0 12 サービス 3.6 12 サービス 1.3 12 サービス 10.9 7.1 4.1 129
13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.0 13 分類不明 0.1 13 分類不明 0.0 13 分類不明 1.0 -0.4 0.0 0
合計 22.4 合計 12.4 合計 15.0 合計 2.7 合計 143.5 69.9 39.5 1,008

※単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

★県外への需要流出額

★県内需要増加額 ★生産誘発額（１次効果）

＋（Ｂ）１次効果による誘発額
（Ａ）直接効果による誘発額

★雇用者所得誘発額の合計

★粗付加価値誘発額

★県内最終需要増加額
(直接効果） ★需要増加額

生産誘発額 粗付加価値
誘発額

雇用創出効果

生産誘発額
粗付加価値

誘発額
雇用創出効果

★直接効果による雇用創出効果

★１次効果（生産誘発額） ★１次効果による雇用創出効果

★粗付加価値誘発額

★粗付加価値誘発額

★雇用者所得(賃金･俸給)誘発額

★県内最終需要増加額（直接効果）

★雇用者所得(賃金･俸給)誘発額

★雇用者所得(賃金･俸給)誘発額 ★雇用者所得による需要増加額

★需要増加額

★県外への需要流出額

★県内需要増加額 ★生産誘発額（２次効果）
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数

2次間接波及効果

1次間接波及効果直接効果

　

民
間
消
費
支
出
構
成
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消費転換係数

実収入に占める消費支出の割合。

平成21年家計調査「人口5万以上の市」
「実収入」及び「消費支出」から計算。
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B

                 経済波及効果体系図　(平成17年三重県産業連関表・13部門)　　                    (移輸入を考慮）（単位：億円、人） 三重県政策部統計室（分析・情報グループ）

Ａ B+


